
様式第１０ 

循環型社会形成推進地域計画改善計画書 

 

地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

宮崎県央地域 宮崎市、国富町、綾町、西都市、高鍋町、新富町、西

米良村、木城町、川南町、都農町 

平成 30年 4月 1日 

  〜令和 7年 3月 31日 

平成 30年 4月 1日 

  〜令和 7年 3月 31日 

 

１ 目標の達成状況 

（ごみ処理） 

指      標 

 

現 状 

（平成 28年度） 

目 標  

（令和 7年度） A 

実 績   

（令和 7年度）   B 

実績 

/目標 

排出量 

 

 

 

 

事業系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

         t 

              t 

 t 

kg/人 

         t 

              t 

 t 

kg/人 

         t 

              t 

 t 

kg/人 

     % 

     % 

     % 

      % 

合 計 事業系生活系総排出量合計               t               t              t      % 

再生利用量 

 

直接資源化量 

総資源化量 

        1,411 t 

       24,757 t 

           1,347 t 

       25,012 t 

             1,212 

t 

    18,282 t 

 -7307.9% 

-292.1% 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力

量） 

64,643.1MWh 64,000MWh 56,341MWh  

最終処分量 埋立最終処分量               t               t               t      % 

※目標未達成の指標のみを記載。 

 

（生活排水処理） 

指      標 

 

現 状 

（令和  年度） 

目 標 

 （令和  年度） 

A 

実 績 

 （令和  年度） 

B 

実績 

/目標 

総人口         ―  

公共下水道 汚水衛生処理人口          % 



 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及

率 

                  ％                   ％                  ％       % 

集落排水施設等 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及

率 

 

                  ％ 

 

                  ％ 

 

                 ％ 

      % 

      % 

合併処理浄化槽等 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及

率 

 

                  ％ 

 

                  ％ 

 

                 ％ 

      % 

      % 

未処理人口 汚水衛生未処理人口          % 

※目標未達成の指標のみを記載。 

２ 目標が達成できなかった要因 

（ごみ処理） 

◯再生利用量 

・ペーパーレス化及び「びん」のペットボトル化等により再生利用できる廃棄物の収集量が減少しており、目標を達成することができな

かった。今後は分別の意義や具体的な方法について、より一層の周知・啓発活動を強化していく必要がある 。 

◯エネルギー回収量 

・ごみ焼却量の減少に加え、４年毎に実施する蒸気タービン発電機の点検等に伴う発電日数の減少が要因と考えられる。 

 

３ 目標達成に向けた方策 

目標達成年度   １３年度まで 

（ごみ処理） 

以下の取組を強化していく。 

◯再生利用量 

◆ごみ減量に向け、様々な取組を行い、市民の意識向上を図る。 

・各種イベントや出前講座において 5R啓発を行う。 

・環境 NPO 等と連携し、子ども向けのごみ減量やリサイクルの啓発に取り組む。 

・ごみを減らすことは家計にメリットがあることを見える化し周知する。 

・家庭や事業者におけるごみ減量やリサイクルにつながる取組事例について、ホームぺージや SNS を活用して配信する。 

・広報誌等にて「宮崎市が全国平均と比べてごみ排出量が多い」ことについて周知を行い、ごみ減量運動へ誘導する。 

・スーパー等に設置されている資源物回収ボックスの活用について啓発する。 



◆事業所向けの指導を拡充する。 

・排出事業所に対し、資源化できる廃棄物や処分業者について周知を行う。 

・排出事業所に対し、廃棄物処理法の順守(排出事業者責任等)についての周知・啓発を図り、適正な処理の推進に取り組む。 

◯エネルギー回収量 

・適切な施設維持管理及び、効率的な運転を行う。 

 

（都道府県知事の所見） 

本改善計画書に挙げられた施策の強化等により、循環型社会の形成推進に向けた取組みをお願いします。 

 


